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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 1,200,000株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であります。

 

(注) １．本有価証券届出書による当社の新規発行株式に係る募集(以下「本第三者割当増資」といいます。)は、2024

年８月20日(火)開催の取締役会決議によります。

２．当社と割当予定先である株式会社リンクアンドモチベーション(以下「ＬＭ社」といいます。)は、2024年８

月９日付で業務提携契約(以下「本業務提携契約」といいます。)を、同月20日付で資本提携契約(以下「本

資本提携契約」といい、本業務提携契約及び本資本提携契約に基づくＬＭ社との資本業務提携を「本資本業

務提携」といいます。)を締結いたしました。本資本提携契約において、本第三者割当増資は、本有価証券

届出書の効力が発生していること等を条件としております。

３．振替機関の名称及び住所は以下の通りです。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 1,200,000株 1,080,000,000 540,000,000

一般募集 － － －

計(総発行株式) 1,200,000株 1,080,000,000 540,000,000
 

(注) １．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、会社法(平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じです。)上の払込金額

の総額であり、資本組入額の総額は会社法上の増加する資本金の額の総額であります。また、増加する資本

準備金の額は540,000,000円であります。

 

(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円) 資本組入額(円) 申込株数単位 申込期間 申込証拠金(円) 払込期日

900 450 100株 2024年９月５日(木) － 2024年９月５日(木)
 

(注) １．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。

３．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書に係る届出の効力発生日以後、当社と割当予定先との間で総

数引受契約を締結し、払込期日に下記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

４．払込期日までに割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合は、本第三者割当増資は行われないこと

となります。
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(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社ＦＣＥ　コーポレート本部 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　横山町支店 東京都中央区日本橋小舟町八丁目１番
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,080,000,000 14,858,400 1,065,141,600
 

(注) １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用の概算額の内訳は、有価証券届出書作成費用、フィナンシャルアドバイザリー費用、弁護士費

用、登記関連費用等であります。

 

(2) 【手取金の使途】

 

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

①　株式会社リンクアンドモチベー
ションの株式の取得

1,011.9 2024年９月～2024年10月

②　新規事業への投資(広告宣伝・
人件費)

53.2 2024年10月～2025年９月
 

(注)　上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金等の安定的な金融資産で管理する予定です。

 
上記具体的な使途の内容については以下の通りです。

①　株式会社リンクアンドモチベーションの株式の取得

後記「第３　第三者割当の場合の特記事項　１　割当予定先の状況　ｃ．割当予定先の選定理由」に記載のと

おり、当社は、主として中堅・中小企業を中心にＤＸ推進事業や研修事業を展開しており、ＬＭ社は大手企業を

中心にコンサル・クラウド事業を展開していることから、両社が得意とする顧客基盤は相互補完の関係にあり、

本業務提携契約を通じて、今後、相互の商品サービスの拡販によるクロスセル等が期待されます。そこで、両社

が各事業領域において協働し、協力体制の構築を進めていく上で、本業務提携契約に基づく業務提携(以下「本業

務提携」といいます。)の実効性を高めるため、当社とＬＭ社は、相互に株式を保有する形での資本提携を行うこ

とが重要と判断いたしました。

そのため、本資本提携契約において、本第三者割当増資で調達する差引手取概算額1,065.1百万円のうち、

1,011.9百万円を充当し、2024年９月６日から同年10月末日を目途として、当社はＬＭ社の株式を取得することを

予定しております。
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②　新規事業への投資(広告宣伝・人件費)

当社は、2023年11月よりトライアル始動した生成ＡＩプロンプトプラットフォーム「ChatFCE」(生成系ＡＩを

活用したプロンプトエンジニアを育成するための社内プラットフォーム)を2024年３月に「FCEプロンプトゲー

ト」へと名称変更を行い、本格展開を開始しております。「FCEプロンプトゲート」は、「プロンプトエンジニア

資格講座」、「プロンプト作成支援ツール」、「プロンプト社内管理ツール」、「最新生成ＡＩ情報」などを活

用し、社内に生成ＡＩから正確かつ的確な回答を引き出すために「適切な指示をする専門家」である、プロンプ

トエンジニアを育成するための社内プラットフォームであり、当社は、当該プラットフォームを月額定額で提供

するサービスを行っております。

本業務提携により、ＬＭ社のコンサル・クラウド事業における約1,500社の顧客に対して当社の「RPA Robo-Pat

DX」と「FCEプロンプトゲート」を提供することが可能となりますが、「RPA Robo-Pat DX」は2017年から販売を

開始し、既に1,300社以上の導入実績がある一方で、「FCEプロンプトゲート」の認知度はまだ決して高くなく、

今後の認知度の拡大や拡販のための人員強化が必要であると考えております。

そのため、ＬＭ社が引き受けた金額のうち53.2百万円については、「FCEプロンプトゲート」の認知度向上のた

めの広告宣伝費及び拡販のための人件費として、2024年10月から2025年９月を目途に充当することを予定してお

ります。

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

 

後記「第３　第三者割当の場合の特記事項　１　割当予定先の状況　ｃ．割当予定先の選定理由」に記載のとおり、

ＬＭ社は、本資本提携契約に基づき、①2024年８月21日に、当社既存株主から東京証券取引所の市場内立会外取引(Ｔｏ

ＳＴＮｅＴ－１)により、当社普通株式1,061,500株(2024年６月末現在の発行済株式総数(自己株式を除く。)に、本第三

者割当増資により発行される株式数を加えた数に対する割合10.00％)を取得(以下「本株式取得」といいます。)し、②

2024年９月５日に、当社から本第三者割当増資により、当社普通株式1,200,000株(2024年６月末現在の発行済株式総数

(自己株式を除く。)に、本第三者割当増資により発行される株式数を加えた数に対する割合11.31％)の割当てを受ける

ことを予定しております。

上記①及び②により、ＬＭ社は、当社普通株式2,261,500株(2024年６月末現在の発行済株式総数(自己株式を除く。)

に、本第三者割当増資により発行される株式数を加えた数に対する割合21.31％)を保有することとなるため、当社はＬ

Ｍ社の持分法適用会社に該当することとなります。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】
 

ａ．割当予定
先の概要

名称 株式会社リンクアンドモチベーション

本店の所在地 東京都中央区銀座四丁目12番15号 歌舞伎座タワー

直近の有価証券報告書等の提出日

(有価証券報告書)
事業年度第24期(自　2023年１月１日　至　2023年12月31
日)
2024年３月28日　関東財務局長に提出
(四半期報告書)
事業年度第25期第１四半期(自　2024年１月１日　至　
2024年３月31日)
2024年５月14日　関東財務局長に提出
(半期報告書)
事業年度第25期中(自　2024年１月１日　至　2024年６月
30日)
2024年８月９日　関東財務局長に提出

ｂ．提出者と
割当予定
先との間
の関係

出資
関係

当社が保有している割当
予定先の株式の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有してい
る当社の株式の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係
2024年５月14日付で資本業務提携に関する基本合意書を締
結し、当該基本合意書に基づき、同年８月９日付で業務提
携に関する契約を締結しております。

 

(注)　ａ．割当予定先の概要及びｂ．提出者と割当予定先との間の関係は、本有価証券届出書提出日(2024年８月20

日)現在におけるものであります。

 
ｃ．割当予定先の選定理由

当社は、「チャレンジあふれる未来をつくる」というパーパスのもと、「『人』×『Ｔｅｃｈ』で、人的資本の

最大化に貢献する」をミッションとし、主にＤＸ推進事業と教育研修事業を展開しております。

また、ＬＭ社は、「モチベーションエンジニアリングによって組織と個人に変革の機会を提供し意味のあふれる

社会を実現する」というミッションのもと、個人から選ばれる組織(モチベーションカンパニー)創り、組織から選

ばれる個人(アイカンパニー)創り、組織と個人をつなぐマッチングを支援しております。

両社の目指す姿の実現に向けて、両社の強みを掛け合わせて独自の価値提案を行うべく、当社は、2024年８月９

日開催の取締役会において、同年５月14日付「株式会社リンクアンドモチベーションとの資本業務提携に関する基

本合意書の締結に関するお知らせ」にてお知らせしましたＬＭ社との間の本業務提携契約を、同年８月20日開催の

取締役会において、同お知らせ及び同月９日付「株式会社リンクアンドモチベーションとの業務提携契約の締結に

関するお知らせ」にてお知らせしましたＬＭ社との間の本資本提携契約をそれぞれ締結いたしました。当社は、本

資本業務提携により、「チャレンジあふれる未来をつくる」という当社のパーパスのもと、「『人』×『Ｔｅｃ

ｈ』で、人的資本の最大化に貢献する」という当社のミッション実現に向けて成長を加速させてまいります。
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(本資本業務提携の内容)

(ⅰ)資本提携の内容

当社は、本第三者割当増資により、ＬＭ社に当社普通株式1,200,000株(2024年６月末現在の発行済株式総数(自

己株式を除く。)に、本第三者割当増資により発行される株式数を加えた数に対する割合11.31％)を割り当てま

す。また、ＬＭ社は、2024年８月21日に当社既存株主からＴｏＳＴＮｅＴ－１により、当社普通株式1,061,500株

(2024年６月末現在の発行済株式総数(自己株式を除く。)に、本第三者割当増資により発行される株式数を加えた

数に対する割合10.00％)を取得する予定です。本第三者割当増資及び本株式取得により、ＬＭ社は、当社普通株

式2,261,500株(2024年６月末現在の発行済株式総数(自己株式を除く。)に、本第三者割当増資により発行される

株式数を加えた数に対する割合21.31％)を保有することとなるため、当社はＬＭ社の持分法適用会社に該当する

こととなります。

なお、当社とＬＭ社は、本資本提携契約において、以下の合意をしております。

①　(当社によるＬＭ社株式の取得)

当社は、2024年９月６日以降、本第三者割当増資によりＬＭ社から払い込まれた金額のうち、金1,011.9百万

円を用い、当社がＬＭ社の株式の買付けを委託する証券会社に適用のある法令等又は当該証券会社が定める内

部規則等に従って、ＬＭ社の株式を市場買付の方法により取得する。

②　(ＬＭ社の議決権比率の維持)

ＬＭ社は、当社が募集株式、募集新株予約権、又は募集新株予約権付社債、その他当社株式を取得できる権

利(以下「株式等」といいます。)を発行、処分又は付与する(以下「発行等」といいます。)場合において、発

行等後におけるＬＭ社の議決権比率が20％未満となる場合には、発行等後においてもＬＭ社の議決権比率が

20％以上に維持されるよう株式等の割当てを受ける権利を有する。但し、本資本提携契約締結日において当社

の役職員に対して発行されている新株予約権の行使による場合、又は本資本提携契約締結日後に当社の役職員

に対して募集株式又は募集新株予約権を発行等する場合を除く。

③　(相手方の株式等の買い増し禁止)

本契約当事者が、自ら又はその連結子会社を通じて、取引所金融商品市場内外を問わず、相手方の株式等を

取得しようとする場合には、事前に相手方の書面による同意を必要とする。なお、株式等の取得後における本

契約当事者及びその連結子会社の保有する相手方の株式に係る議決権(募集新株予約権、募集新株予約権付社債

その他相手方の株式を取得できる権利にあっては、権利が行使されたものとみなして、権利行使による取得可

能な最大株式数に係る議決権数を含む。)について、ＬＭ社及びその連結子会社の保有する当社株式にかかる議

決権比率が当社の総議決権の30％以下である場合、又は当社及びその連結子会社の保有するＬＭ社株式にかか

る議決権比率がＬＭ社の総議決権の３％以下である場合は、事前の書面による同意に代えて、相手方に対し、

当該取得後に遅滞なく書面により通知するものとする。

④　(相手方株式の譲渡制限)

本契約当事者は、相手方の事前の書面による承諾なく、自らが保有する相手方の株式について、譲渡、担保

権の設定その他一切の処分を行うことができないものとする。

 
(ⅱ)業務提携の内容

当社とＬＭ社は、本業務提携契約において、以下の合意をしております。

①　中堅・中小企業に対して、当社が、ＬＭ社のクラウドサービスである「モチベーションクラウドシリーズ」

を販売

当社は、全国の中小企業向けに社員教育制度構築のプラットフォーム「Smart Boarding」を展開しており、

900社を超える導入実績があります。本業務提携を通じて、「Smart Boarding」に加え、ＬＭ社の従業員エン

ゲージメント向上サービス「モチベーションクラウドシリーズ」を中小企業向けに展開することによる事業機

会の創出や、更には当社の研修事業を通じて取引のある4,000社に対して拡販することによる事業拡大を企図し

ております。
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②　大手企業に対して、ＬＭ社が、当社のRPA(Robotic Process Automation)ツールである「RPA Robo-Pat DX」

「FCEプロンプトゲート」を販売

ＬＭ社は、大手企業を中心に約1,500社にコンサル・クラウド事業を展開しております。本業務提携により、

ＬＭ社のコンサル・クラウド事業における約1,500社の顧客に対して当社の「RPA Robo-Pat DX」と「FCEプロン

プトゲート」を提供することで、販路拡大を狙います。また、本業務提携により、ＬＭ社において、人材力、

組織力の向上に加え、生産性向上支援も可能になります。

また、上記以外の領域における連携についても、今後両社で検討してまいります。

 
ｄ．割り当てようとする株式の数

当社普通株式　1,200,000株

 
ｅ．株券等の保有方針

当社は、割当予定先であるＬＭ社から、本資本業務提携の趣旨に鑑み、本第三者割当増資により取得する当社普

通株式を中長期的に継続して保有する方針であることを口頭で確認しております。

なお、当社は、ＬＭ社から、ＬＭ社が払込期日から２年以内に本第三者割当増資により取得した当社普通株式の

全部又は一部を譲渡した場合には、直ちにその内容を当社に対して書面により報告すること、当社が当該報告内容

を株式会社東京証券取引所(以下「東京証券取引所」といいます。)に報告すること、及び当該報告内容が公衆の縦

覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定であります。

 
ｆ．払込みに要する資金等の状況

当社は、割当予定先であるＬＭ社が2024年８月９日に関東財務局長宛に提出している第25期中半期報告書(2024年

１月１日乃至2024年６月30日)に記載の要約中間連結財政状態計算書により、ＬＭ社において、2024年６月30日時点

で本第三者割当増資の払込みに必要かつ十分な現金及び預金(7,529百万円)が確保されていることを確認しており、

その後かかる財務内容が大きく悪化したことを懸念させる事情も認められず、当社として本第三者割当増資に係る

払込みに要する資金等の状況に問題はないものと判断しております。また、本第三者割当増資は、本資本業務提携

の一環として行われることに鑑み、その払込みについては確実性があるものと判断しております。

 
ｇ．割当予定先の実態

割当予定先であるＬＭ社は、東京証券取引所プライム市場に上場していることから、当社は、ＬＭ社が東京証券

取引所に提出したコーポレート・ガバナンスに関する報告書(最終更新日2024年７月２日)の「Ⅳ　内部統制システ

ム等に関する事項」の「２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」において、市民社会の

秩序や安全に脅威を与えるような反社会的勢力との関係を遮断し、ＬＭ社グループ全体で断固として対決し、これ

らに関係する企業、団体、個人と一切取引を行わない旨、及び反社会的勢力との接触を未然に回避するとともに、

これらの勢力からの不当な要求に屈することなく、法的手段により解決する旨を記載していることを確認し、ま

た、当社役員との面談等により、ＬＭ社及びその役員が反社会的勢力とは一切関係がないものと判断いたしまし

た。なお、割当予定先は、当社との間で締結した本資本提携契約において、割当予定先が反社会的勢力ではなく、

また反社会的勢力と一切の関係又は交流がない旨を表明保証しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

該当事項はありません。
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３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価額の算定根拠及びその合理性に関する考え方

本第三者割当増資の発行価額については、2024年８月14日から本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前営

業日である同月19日までの東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値である900円といたしました。当該

発行価額に関しては、割当予定先との協議の結果、当社の直近の株価の動き及び2024年８月13日に当社が第25期

(2024年９月期)第３四半期決算短信〔日本基準〕(連結)を公表していることを勘案し、算定根拠として客観性が高

い取締役会決議日直近の市場株価に加えて、一定期間の平均株価という平準化された値も参考とすることが、株式

市場における当社の適切な企業価値を反映でき、かつ、一時的な株価変動の影響などの特殊要因を排除できるため

算定根拠として合理的であると判断し、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前営業日である2024年８月19

日の東京証券取引所における当社普通株式の終値又は2024年８月14日から同月19日の東京証券取引所における当社

普通株式の終値の平均値のいずれか高い値とすることで、割当予定先と合意したものであります。

また、上記発行価額につきましては、監査役３名全員(うち３名は社外監査役)からも、上記算定根拠による発行

価額の決定は適正・妥当であり、かつ日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したもの

であり、割当予定先に特に有利な発行価額には該当せず適法である旨の意見を得ております。

なお、発行価額900円は、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前営業日である2024年８月19日の東京証券

取引所における当社普通株式の終値である895円に対し0.56％のプレミアム、本取締役会決議日の直前営業日までの

１ヶ月間(2024年７月22日から2024年８月19日)の終値平均値845円(単位未満四捨五入。以下終値平均値について同

じ。)に対し6.51％のプレミアム、同直前３ヵ月間(2024年５月20日から2024年８月19日)の終値平均値794円に対し

13.35％のプレミアム、同直前６ヵ月間(2024年２月20日から2024年８月19日)の終値平均値799円に対し12.64％のプ

レミアムとなります。

 
(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

本第三者割当増資により発行する当社普通株式数は、1,200,000株(議決権数12,000個)であり、これは2024年６月

末時点の当社の発行済株式総数9,413,100株に対して12.75％(2024年６月末時点の総議決権数94,129個に対して

12.75％)の割合に相当し、一定の希薄化をもたらすことになります。しかしながら、当社とＬＭ社が資本関係を構

築し、信頼関係を強固にすることで、関係構築及び関係強化が推進され、当社の企業価値の向上に繋がるものと考

えており、発行数量及び希薄化の規模は合理的な水準であると判断しております。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

割当後の所有
株式数
(株)

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合

株式会社デュケレ
神奈川県横浜市西区みなと
みらい四丁目10番２号

3,599,400 38.31％ 3,599,400 33.97％

株式会社リンクアンドモ
チベーション

東京都中央区銀座四丁目12
番15号　歌舞伎座タワー

― ― 2,261,500 21.35％

佐藤　陽彦 東京都調布市 415,200 4.42％ 415,200 3.92％

株式会社ＳＢＩ証券
東京都港区六本木一丁目６
番１号

328,800 3.50％ 328,800 3.10％

近藤　隆 静岡県静岡市清水区 270,000 2.87％ ― ―

株式会社マルチメディア
ネットワーク

東京都渋谷区道玄坂一丁目
15－３
プリメーラ道玄坂1007号室

235,800 2.51％ 235,800 2.23％

楽天証券株式会社
東京都港区南青山二丁目６
番２１号

206,400 2.20％ 206,400 1.95％

日本マスタートラスト信
託銀行株式会社(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番
１号
赤坂インターシティＡＩＲ

187,200 1.99％ 187,200 1.77％

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣ
ＨＳ　ＩＮＴＥＲＮＡＴ
ＩＯＮＡＬ(常任代理人　
ゴールドマン・サックス
証券株式会社)

ＰＬＵＭＴＲＥＥ　ＣＯＵ
ＲＴ，２５　ＳＨＯＥ　Ｌ
ＡＮＥ，ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ
Ｃ４Ａ　４ＡＵ,Ｕ．Ｋ．
(東京都港区六本木六丁目
10－１六本木ヒルズ森タ
ワー)

159,000 1.69％ 159,000 1.50％

石川　淳悦 神奈川県横浜市西区 158,100 1.68％ 158,100 1.49％

株式会社ＰＫＳＨＡ　Ｔ
ｅｃｈｎｏｌｏｇｙ

東京都文京区本郷二丁目35
本郷瀬川ビル４Ｆ

124,800 1.33％ 124,800 1.18％

計 － 5,684,700 60.51％ 7,676,200 72.45％
 

(注) １．「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2024年３月31日現在の株主名簿を基準

とし算出したものを記載しております。(2024年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は

記録された株主の所有する普通株式１株につき３株の割合をもって、同年４月１日を効力発生日として株式

分割しております。よって所有株式数及び割当後の所有株式数は普通株式１株につき３株の割合で計算・表

示し、総議決権数に対する所有議決権数の割合及び割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合を計算

しております。)

２．「割当後の所有株式数」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、本第三者割当増資に

より増加する議決権数(12,000個)に加え、割当予定先と当社既存株主との間で2024年８月21日に予定されて

いるＴｏＳＴＮｅＴ－１での取引を反映して算出しております。

３．「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

小数点以下第三位を四捨五入しております。
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６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

 

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会

社との重要な契約)】

 

該当事項はありません。

 

第三部 【追完情報】

 
１　事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」に掲げた有価証券報告書(第７期、提出日2023年12月27日)及び四半期報告書(第８期第２

四半期、提出日2024年５月13日)(以下、総称して「有価証券報告書等」といいます。)に記載された「事業等のリス

ク」について、当該有価証券報告書等の提出日以降、本有価証券届出書提出日(2024年８月20日)までの間に生じた変

更、その他の事由はありません。また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届

出書提出日(2024年８月20日)現在においても変更の必要はないものと判断しております。

 
２　臨時報告書の提出

後記「第四部　組込情報」に掲げた有価証券報告書(第７期、提出日2023年12月27日)の提出日以降、本有価証券届

出書提出日(2024年８月20日)までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

(2023年12月27日提出の臨時報告書)

１　提出理由

当社は、2023年12月27日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の５

第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するもの

であります。
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２　報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

2023年12月27日

 
(2) 決議事項の内容

第１号議案　定款一部変更の件

本件は、原案のとおり承認可決され、次のとおり定款の一部が変更されました。

現行定款 変更案

(商号)
第１条 当会社は、株式会社ＦＣＥ Ｈｏ ｌｄｉｎｇｓ
と称し、英文では、ＦＣＥ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ Ｉｎ
ｃ．と表示する。
 
(目的)
第２条 当会社は、次の事業を営む会社及びこれに相当
する事業を営む外国会社の株式又は持分を有すること
による当該会社の事業活動の支配及び管理並びに次の
事業を営むことを目的とする。
(1) 企業経営・事業・商品・技術・不動産に関する情

報提供及びコンサルティング
(2) 企業経営に関する研修会・セミナー・イベントの

企画開催及びその運営業務
(3) フランチャイズチェーン店の加盟店募集及び加盟

店指導
(4) 学習塾、文化教室及び創作教室の運営並びにこれ

に関するノウハウの販売、経営指導及び業務受託
(5) 学習教材、学習機器、教育関連図書の販売業務
 
(6) インターネットを利用した学習サービスの提供
(7) 飲食店業
(8) 人材派遣及び有料職業紹介事業
(9) インターネットショッピングサイト運営・管理
(10)広告代理業又は広告業
(11)代理店業務
(12)有価証券への投資及び運用
(13)人材採用、人材育成に関するコンサルティング
(14)介護・医療事業者及びこれに従事する者への教

育・研修コンテンツの提供、経営指導及び業務受
託

(15)保育所及び託児所の経営
(16)コンピュータプログラムを利用したサービスの提

供及びこれに関するノウハウの販売、経営指導並
びに業務受託

(17)(16)に関する代理店募集及び代理店指導
(18)不動産の賃貸借及び管理業
(19)前各号に付帯又は関連する一切の業務

 
(新設)

 
 

(新設)
 

(新設)
 

(新設)
 

(新設)
 

(新設)
(新設)

 
(新設)
(新設)

 

(商号)
第１条 当会社は、株式会社ＦＣＥと称し、英文では、
ＦＣＥ Ｉｎｃ．と表示する。
 
 
(目的)
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
 
 
 
(1) 教育、企業経営、事業、商品、技術、不動産に関

する情報提供及びコンサルティング
(2) 研修会・セミナー・イベントの企画開催及びその

運営
(3) (現行通り)
 
(4) (現行通り)
 
(5) 学習教材、学習機器、教育関連図書の制作、輸入

及び販売 
(6) 飲食店の経営
(7) 労働者派遣事業
(8) 有料職業紹介事業
(9) インターネットショッピングサイトの運営及び管

理
(10)事務用品、衛生用品等物品の販売
(11)広告代理業又は広告業
(12)マーケティング、セールスプロモーションの企

画、立案及び実施
(13)学習塾経営、人材育成に関するサービスの販売代

理
(14)有価証券の取得、売却、保有及び運用
(15)人材採用、人材育成に関するコンサルティング
(16)教育研修コンテンツ、コーチングプログラムの開

発、提供、経営指導及び業務受託
(17)保育所、学童保育及び託児所の経営
(18)ＡＩを利用したサービスの提供、これに関するノ

ウハウの販売、経営指導及び業務受託
(19)情報収集、情報処理、情報提供に関するサービス
(20)ウェブサイト、ウェブコンテンツ、その他イン

ターネットを利用した各種サービス等の企画、制
作、販売、配信、運営及び管理

(21)マルチメディア関連のコンテンツ制作、運営保
守、配信、販売及び賃貸

(22)電子商取引、電子決済システムの企画、開発、設
計、製造、販売、賃貸、運用、保守及び業務受託

(23)コンピュータ等情報通信関連機器及びソフトウェ
アの製造、開発、販売並びに賃貸

(24)コンピュータ等情報通信関連機器及びソフトウェ
アの販売代理店募集及び代理店指導

(25)不動産の賃貸及び管理
(26)書籍、雑誌その他印刷物および電子出版物の企

画、編集、制作、出版並びに販売
(27)資格の認定、付与及び検定試験の実施
(28)当会社がその株式もしくは持分を所有する他の会

社に対する経営指導および管理業務の受託
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(新設)
 

(新設)
 
 

(29)前各号に付帯又は関連する一切の業務
 

附　則
第１条及び第２条の規定の変更は、2024年１月１日か
ら効力が生ずるものとし、本附則は、効力発生日経過
後、これを削除する。
 

 

 

第２号議案　取締役７名選任の件

本件は、原案のとおり承認可決され、取締役に石川淳悦、尾上幸裕、永田純一郎、加藤寛和、辛

坊正記、津田晃、柴野相雄の７氏が選任され、それぞれ就任いたしました。なお、辛坊正記、津

田晃、柴野相雄の３氏は社外取締役であります。
 

第３号議案　会計監査人選任の件

本件は、原案のとおり承認可決され、会計監査人に八重洲監査法人が選任され、就任いたしまし

た。
 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項 賛成数(個) 反対数(個) 棄権数(個) 可決要件
決議の結果及び

賛成(反対)割合(％)

第１号議案
定款一部変更の件

22,196 11 0 (注)１ 可決 99.95

第２号議案
取締役７名選任の件

   

(注)２

  

石川 淳悦 22,118 89 0 可決 99.59

尾上 幸裕 22,194 13 0 可決 99.94

永田 純一郎 22,194 13 0 可決 99.94

加藤 寛和 22,193 14 0 可決 99.93

辛坊 正記 22,193 14 0 可決 99.93

津田 晃 22,186 21 0 可決 99.90

柴野 相雄 22,193 14 0 可決 99.93

第３号議案
会計監査人選任の件

22,193 14 0 (注)３ 可決 99.93
 

(注) １．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

３．出席した当該株主の議決権の過半数の賛成による。

 
(2024年１月23日提出の臨時報告書の訂正報告書)

１　提出理由

2023年11月13日に提出いたしました臨時報告書について、ＸＢＲＬデータ及び記載事項の一部に訂正及び追加を

要する箇所がありましたので、当該事項を訂正するため金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき、臨時報

告書の訂正報告書を提出するものであります。なお、併せて、訂正後のＸＢＲＬデータ一式を提出いたします。

 
２　訂正事項

１　［提出理由］

２　［報告内容］
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３　訂正箇所

訂正箇所は　　線で示しております。

 
１　［提出理由］

(訂正前)

当社は2023年11月13日開催の取締役会において、2024年１月１日を効力発生日として、当社の完全子会社で

ある株式会社ＦＣＥパブリッシング(以下「ＰＵＢ」といいます)を吸収合併すること(以下「本合併」といいま

す)を決議し、同日付で吸収合併契約を締結したため、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。

 
(訂正後)

当社は2023年11月13日開催の取締役会において、2024年１月１日を効力発生日として、当社の完全子会社で

ある株式会社ＦＣＥパブリッシング(以下「ＰＵＢ」といいます)を吸収合併すること(以下「本合併」といいま

す)を決議し、同日付で吸収合併契約を締結したため、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第７号の３の規定に基づき、臨時報告書を提出するものでありま

す。

 
２　[報告内容]

(訂正前)

(1) 当該吸収合併の相手会社に関する事項

(省略)

 
(訂正後)

１．特定子会社の異動に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく報

告)

(1) 当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

①　名称　　　　　　株式会社ＦＣＥパブリッシング

②　住所　　　　　　東京都新宿区西新宿2丁目4番1号

③　代表者の氏名　　代表取締役社長　正木晃

④　資本金　　　　　3,900万円

⑤　事業の内容　　　書籍の企画・制作・印刷の出版事業及び各種セミナー・コーチングのプログラムの

開発・実施、資格認定、ライセンス提供等

(2) 当該異動の前後における当社の所有に係る特定子会社の議決権の数及び特定子会社の総株主等の議決権

に対する割合

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　380個

異動後　 －個

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　100％

異動後　 －％

 
(3) 当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由

当社が、当社の特定子会社であるPUBを吸収合併することにより、同社が消滅するためであります。

②　異動の年月日

2024年１月１日
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２．吸収合併に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく報告)

(1) 当該吸収合併の相手会社に関する事項

(省略)

 
(2024年２月13日提出の臨時報告書)

１　提出理由

当社は2024年２月13日開催の取締役会において、2024年４月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である

株式会社ＦＣＥトレーニング・カンパニー(以下「TC」といいます)を吸収合併すること(以下「本合併」といいま

す)を決議し、同日付で吸収合併契約を締結したため、金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関す

る内閣府令第19条第2項第3号及び第7号の3の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。

 
２　報告内容

１．特定子会社の異動に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく報告)

(1) 当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

①　名称　　　　　　株式会社ＦＣＥトレーニング・カンパニー

②　住所　　　　　　東京都新宿区西新宿2丁目4番1号

③　代表者の氏名　　代表取締役社長　岡本純子

④　資本金　　　　　5,500万円

⑤　事業の内容　　　人材育成に関するコンサルティング、各種研修・セミナーの企画開発及び運営業務等

 
(2) 当該異動の前後における当社の所有に係る特定子会社の議決権の数及び特定子会社の総株主等の議決権に対

する割合

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　3,230個

異動後　　 －個

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　100％

異動後　 －％

 
(3) 当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由

当社が、当社の特定子会社であるTCを吸収合併することにより、同社が消滅するためであります。

②　異動の年月日

2024年４月１日(予定)

 
２．吸収合併に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく報告)

(1) 当該吸収合併の相手会社に関する事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社ＦＣＥトレーニング・カンパニー

本店の所在地 東京都新宿区西新宿2丁目4番1号

代表者の氏名 代表取締役社長　岡本純子

資本金の額 5,500万円(2023年12月31日現在)

純資産の額 99百万円(2023年９月30日現在)

総資産の額 369百万円(2023年９月30日現在)

事業の内容
人材育成に関するコンサルティング、各種研修・
セミナーの企画開発及び運営業務等
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②　最近3年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

 2021年９月期 2022年９月期 2023年９月期

売上高(百万円) 386 456 596

営業利益又は営業損失(△)
(百万円)

１ △27 12

経常利益又は経常損失(△)
(百万円)

３ △26 12

当期純利益又は当期純損失(△)(百
万円)

２ △16 33
 

 
③　大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

大株主の名称 株式会社ＦＣＥ

発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合 100％
 

 
④　提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

資本関係 当社は、TCの発行済株式全てを所有しております。

人的関係
当社の代表取締役社長　石川淳悦は、取締役会長として役員
の兼務をしております。

取引関係 経営指導の売上、給与および経費等の負担(費用立替)
 

 
(2) 当該吸収合併の目的

2024年９月期中を目処に、当社の完全子会社である株式会社FCEエデュケーション、株式会社FCEトレーニン

グ・カンパニー、株式会社FCEプロセス＆テクノロジー、株式会社FCEパブリッシング(※1)及び株式会社ダイニ

ングエッジインターナショナル(※2)の吸収合併等の方法により、純粋持株会社体制を解消することについて検

討を開始いたしました。グループ一体の経営体制を進めることで更なる成長戦略推進や経営資源の効率化を図

ることを目的として、当社の完全子会社であり、人材育成に関するコンサルティング、各種研修・セミナーの

企画開発及び運営業務等を行うTCを吸収合併することといたしました。

 
(※1)　株式会社FCEパブリッシングにつきましては、2023年11月13日に吸収合併の決議、開示をし、2024年

１月１日に吸収合併いたしました。

(※2)　株式会社ダイニングエッジインターナショナルにつきましては、2023年９月15日に吸収合併の決議、

開示をし、2023年11月１日に吸収合併いたしました。

 
(3) 当該吸収合併の方法、吸収合併に係る割当ての内容その他の吸収合併契約の内容

①　吸収合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、TCは解散いたします。

②　吸収合併に係る割当ての内容

TCは当社の完全子会社であるため、本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。

③　その他の吸収合併契約の内容

本合併日程

合併決議取締役会 2024年２月13日

合併契約締結 2024年２月13日

合併期日(効力発生日) 2024年４月１日(予定)
 

(注)　本合併は、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、また、TCにおいては会

社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約承認株主総会の承認手続きを

経ずに行う予定です。
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(4) 吸収合併に係る割当ての内容の算定根拠

該当事項はありません。

 
(5) 当該吸収合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社ＦＣＥ

本店の所在地 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　　石川　淳悦

資本金の額 181百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容

教育、企業経営、事業、商品、技術、不動産に関
する情報提供及びコンサルティング、書籍、雑誌
その他印刷物及び電子出版物の企画、編集、制
作、出版並びに販売等

 

 
(2024年５月13日提出の臨時報告書)

１　提出理由

当社は2024年５月13日開催の取締役会において、2024年７月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である

株式会社FCEエデュケーション(以下「FCEE」といいます)を吸収合併すること(以下「本合併」といいます)を決議

し、同日付で吸収合併契約を締結したため、金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第2項第3号及び第7号の3の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。

 
２　報告内容

１．特定子会社の異動に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく報告)

(1) 当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

①　名称　　　　　　株式会社ＦＣＥエデュケーション

②　住所　　　　　　東京都新宿区西新宿2丁目4番1号

③　代表者の氏名　　代表取締役社長　尾上幸裕

④　資本金　　　　　5,000万円

⑤　事業の内容　　　「7つの習慣Ｊ®」の加盟校募集及び加盟校指導、学習塾チェーンの加盟店募集及び加盟

店指導の代行、東京インターナショナルスクールＦＣ校の運営、学校向け手帳「フォーサイト」の販売及

び有料動画配信サイト「Find!アクティブラーナー」の運営等

 
(2) 当該異動の前後における当社の所有に係る特定子会社の議決権の数及び特定子会社の総株主等の議決権に対

する割合

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　990個

異動後　　 －個

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　100％

異動後　 －％
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(3) 当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由　

当社が、当社の特定子会社であるFCEEを吸収合併することにより、同社が消滅するためであります。

②　異動の年月日

2024年７月１日(予定)

 
２．吸収合併に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく報告)

(1) 当該吸収合併の相手会社に関する事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社ＦＣＥエデュケーション

本店の所在地 東京都新宿区西新宿2丁目4番1号

代表者の氏名 代表取締役社長　尾上幸裕

資本金の額 5,000万円(2024年３月31日現在)

純資産の額 428百万円(2023年９月30日現在)

総資産の額 1,002百万円(2023年９月30日現在)

事業の内容

「7つの習慣Ｊ®」の加盟校募集及び加盟校指導、
学習塾チェーンの加盟店募集及び加盟店指導の代
行、東京インターナショナルスクールFC校の運
営、学校向け手帳「フォーサイト」の販売及び有
料動画配信サイト「Find!アクティブラーナー」の
運営等

 

 
②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

 2021年９月期 2022年９月期 2023年９月期

売上高(百万円) 1,461 1,359 1,315

営業利益(百万円) 193 176 181

経常利益(百万円) 198 178 193

当期純利益(百万円) 130 118 130
 

 
③　大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

大株主の名称 株式会社ＦＣＥ

発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合 100％
 

 
④　提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

資本関係 当社は、FCEEの発行済株式全てを所有しております。

人的関係
当社の代表取締役社長　石川淳悦は、取締役会長として役員
の兼務をしております。

取引関係 経営指導の売上、給与および経費等の負担(費用立替)
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(2) 当該吸収合併の目的

2024年９月期中を目処に、当社の完全子会社である株式会社FCEエデュケーション、株式会社FCEトレーニン

グ・カンパニー(※1)、株式会社FCEプロセス＆テクノロジー、株式会社FCEパブリッシング(※2)及び株式会社

ダイニングエッジインターナショナル(※3)の吸収合併等の方法により、純粋持株会社体制を解消することにつ

いて検討を開始いたしました。グループ一体の経営体制を進めることで更なる成長戦略推進や経営資源の効率

化を図ることを目的として、当社の完全子会社であり、「7つの習慣Ｊ®」の加盟校募集及び加盟校指導、学習

塾チェーンの加盟店募集及び加盟店指導の代行、東京インターナショナルスクールFC校の運営、学校向け手帳

「フォーサイト」の販売及び有料動画配信サイト「Find!アクティブラーナー」の運営等を行うFCEEを吸収合併

することといたしました。

 
(※1)　株式会社FCEトレーニング・カンパニーにつきましては、2024年２月13日に吸収合併の決議、開示を

し、2024年４月１日に吸収合併いたしました。

(※2)　株式会社FCEパブリッシングにつきましては、2023年11月13日に吸収合併の決議、開示をし、2024年

１月１日に吸収合併いたしました。

(※3)　株式会社ダイニングエッジインターナショナルにつきましては、2023年９月15日に吸収合併の決議、

開示をし、2023年11月１日に吸収合併いたしました。

 
(3) 当該吸収合併の方法、吸収合併に係る割当ての内容その他の吸収合併契約の内容

①　吸収合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、FCEEは解散いたします。

②　吸収合併に係る割当ての内容

FCEEは当社の完全子会社であるため、本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。

③　その他の吸収合併契約の内容

本合併日程

合併決議取締役会 2024年５月13日

合併契約締結 2024年５月13日

合併期日(効力発生日) 2024年７月１日(予定)
 

(注)　本合併は、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、また、FCEEにおいては

会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約承認株主総会の承認手続き

を経ずに行う予定です。

 
(4) 吸収合併に係る割当ての内容の算定根拠

該当事項はありません。
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(5) 当該吸収合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社ＦＣＥ

本店の所在地 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　石川淳悦

資本金の額 182百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容

教育、企業経営、事業、商品、技術、不動産に関
する情報提供及びコンサルティング、
書籍、雑誌その他印刷物及び電子出版物の企画、
編集、制作、出版並びに販売、
人材育成に関するコンサルティング、各種研修・
セミナーの企画開発及び運営業務等

 

 
(2024年６月17日提出の臨時報告書)

１　提出理由

当社は2024年６月17日開催の取締役会において、2024年８月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である

株式会社ＦＣＥプロセス＆テクノロジー(以下「PAT」といいます)を吸収合併すること(以下「本合併」といいます)

を決議し、同日付で吸収合併契約を締結したため、金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する

内閣府令第19条第2項第3号及び第7号の3の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。

 
２　報告内容

１．特定子会社の異動に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく報告)

(1) 当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

①　名称　　　　　　株式会社ＦＣＥプロセス＆テクノロジー

②　住所　　　　　　東京都新宿区西新宿２丁目４番１号

③　代表者の氏名　　代表取締役社長　永田純一郎

④　資本金　　　　　3,000万円

⑤　事業の内容　　　「RPA Robo-Pat DX」の販売

 
(2) 当該異動の前後における当社の所有に係る特定子会社の議決権の数及び特定子会社の総株主等の議決権に対

する割合

①　当社の所有に係る特定子会社の議決権の数

異動前　54,091個

異動後　　 －個

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前　100％

異動後　 －％

(3) 当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由

当社が、当社の特定子会社であるPATを吸収合併することにより、同社が消滅するためであります。

②　異動の年月日

2024年８月１日(予定)
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２．吸収合併に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく報告)

(1) 当該吸収合併の相手会社に関する事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社ＦＣＥプロセス＆テクノロジー

本店の所在地 東京都新宿区西新宿2丁目4番1号

代表者の氏名 代表取締役社長　永田純一郎

資本金の額 3,000万円(2024年３月31日現在)

純資産の額 470百万円(2023年９月30日現在)

総資産の額 1,009百万円(2023年９月30日現在)

事業の内容 「RPA Robo-Pat DX」の販売
 

 
②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

 2021年９月期 2022年９月期 2023年９月期

売上高(百万円) 1,419 1,772 2,139

営業利益(百万円) 65 252 405

経常利益(百万円) 66 252 405

当期純利益(百万円) 43 165 265
 

 
③　大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

大株主の名称 株式会社ＦＣＥ

発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合 100％
 

 
④　提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

資本関係 当社は、PATの発行済株式全てを所有しております。

人的関係
当社の代表取締役社長　石川淳悦は、取締役会長として役員
の兼務をしております。

取引関係 経営指導の売上、給与および経費等の負担(費用立替)
 

 
(2) 当該吸収合併の目的

2024年９月期中を目処に、当社の完全子会社である株式会社FCEエデュケーション(※1)、株式会社FCEトレー

ニング・カンパニー(※2)、株式会社FCEプロセス＆テクノロジー、株式会社FCEパブリッシング(※3)及び株

式会社ダイニングエッジインターナショナル(※4)の吸収合併等の方法により、純粋持株会社体制を解消する

ことについて検討を開始いたしました。グループ一体の経営体制を進めることで更なる成長戦略推進や経営

資源の効率化を図ることを目的として、当社の完全子会社であり、「RPA Robo-Pat DX」の販売を行うPATを

吸収合併することといたしました。

 
(※1)　株式会社FCEエデュケーションにつきましては、2024年５月13日に吸収合併の決議、開示をし、2024

年７月１日に吸収合併する予定です。

(※2)　株式会社FCEトレーニング・カンパニーにつきましては、2024年２月13日に吸収合併の決議、開示を

し、2024年４月１日に吸収合併いたしました。

(※3)　株式会社FCEパブリッシングにつきましては、2023年11月13日に吸収合併の決議、開示をし、2024年

１月１日に吸収合併いたしました。

EDINET提出書類

株式会社ＦＣＥ(E38007)

有価証券届出書（組込方式）

20/29



 

(※4)　株式会社ダイニングエッジインターナショナルにつきましては、2023年９月15日に吸収合併の決議、

開示をし、2023年11月１日に吸収合併いたしました。

 
(3) 当該吸収合併の方法、吸収合併に係る割当ての内容その他の吸収合併契約の内容

①　吸収合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、PATは解散いたします。

②　吸収合併に係る割当ての内容

PATは当社の完全子会社であるため、本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。

③　その他の吸収合併契約の内容

本合併日程

合併決議取締役会 2024年６月17日

合併契約締結 2024年６月17日

合併期日(効力発生日) 2024年８月１日(予定)
 

(注)　本合併は、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、また、PATにおいては

会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約承認株主総会の承認手続き

を経ずに行う予定です。

 
(4) 吸収合併に係る割当ての内容の算定根拠

該当事項はありません。

 
(5) 当該吸収合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社ＦＣＥ

本店の所在地 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　　石川　淳悦

資本金の額 182百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容

教育、企業経営、事業、商品、技術、不動産に関
する情報提供及びコンサルティング、書籍、雑誌
その他印刷物及び電子出版物の企画、編集、制
作、出版並びに販売、人材育成に関するコンサル
ティング、各種研修・セミナーの企画開発及び運
営業務、「7つの習慣Ｊ®」の加盟校募集及び加盟
校指導、学習塾チェーンの加盟店募集及び加盟店
指導の代行、東京インターナショナルスクールＦ
Ｃ校の運営、学校向け手帳「フォーサイト」の販
売及び有料動画配信サイト「アクティブラー
ナー」の運営等

 

 
３　資本金の増減

「第四部　組込情報」に掲げた有価証券報告書(第７期、提出日2023年12月27日)の提出日以降、本有価証券届出書

提出日(2024年８月20日)までの間において、以下のとおり資本金が増加しております。

発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

60,300 9,413,100 2,380 182,907 2,380 81,949
 

(注)　新株予約権の行使による増加であります。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第７期)

自　2022年10月１日
至　2023年９月30日

2023年12月27日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第８期第２四半期)
自　2024年１月１日
至　2024年３月31日

2024年５月13日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)

Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

　2023年12月27日

 株式会社ＦＣＥ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ

　取締役会　御中

　

ＥＹ新日本有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 唯根 欣三  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西口 昌宏  

 

 

監査意見

 　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社FCE Holdingsの2022年10月１日から2023年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社FCE Holdings及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

 監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

投資有価証券（市場価格のない株式等）の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社が当連結会計年度の連結損益計算書に計上した投
資有価証券（市場価格のない株式等）に係る投資有価証
券評価損78,865 千円である。
 連結財務諸表注記事項（連結財務諸表作成のための基
本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項及び
（有価証券関係）に記載されているとおり、会社は、市
場価格のない株式等を移動平均法による原価法で評価し
ているが、投資先の超過収益力等を評価して取得時の１
株当たり純資産額を大きく上回る価格で取得した銘柄に
ついては、投資後の業績が取得時点の事業計画を大幅に
下回り、将来にわたってその状態が継続することが予想
される等、取得時に評価した超過収益力等が減少したこ
とにより実質価額 が著しく低下した場合には減損処理
を行っている。
　投資有価証券（市場価格のない株式等）の評価は、投
資有価証券評価損の計上を通じて財政状態及び経営成績
に重要な影響を及ぼしていることから、当連結会計年度
の連結財務諸表監査において特に重要であり、監査上の
主要な検討事項に該当すると判断した。

 当監査法人は、投資有価証券（市場価格のない株式
等）の評価を検討するため、主として以下の監査手続を
実施した。
・　取得時の投資先の事業計画の進捗状況について、　
　当該事業計画と投資後の実績とを比較した。
・　投資先の事業環境や将来の業績に関する見通し等に
　ついて、経営者と協議した。
・　会社が作成した評価検討資料に対して、関連資料と
　の照合や再計算を実施し、判断過程を検討した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対

して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
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並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
 
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

　2023年12月27日

 株式会社ＦＣＥ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ

　取締役会　御中

　

ＥＹ新日本有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 唯根 欣三  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西口 昌宏  

 

 

監査意見

 　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社FCE Holdingsの2022年10月１日から2023年９月30日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社FCE Holdingsの2023年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

 監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

投資有価証券（市場価格のない株式等）の評価

監査上の主要な検討事項の内容、決定理由及び監査上の対応については、連結財務諸表の監査報告書に記載され
ている監査上の主要な検討事項（投資有価証券（市場価格のない株式等）の評価）と同一内容であるため、記載を
省略している。

 

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2024年５月13日

　株式会社ＦＣＥ

　取締役会 御中

 
八重洲監査法人

 

東京都千代田区
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 辻田　武司  

 

 
業務執行社員  公認会計士 山田　英二  

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＣＥ

の2023年10月１日から2024年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024年３月

31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＣＥ及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

その他の事項

　会社の2023年９月30日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2023年５月12日付けで無限定の結論を表明して

おり、また、当該連結財務諸表に対して2023年12月27日付けで無限定適正意見を表明している。
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四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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